予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：教育費　項：大学費　目：情報科学芸術大学院大学費
	事業名: 大学院大学研究費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　商工労働部　情報科学芸術大学院大学　教務係
電話番号：0584-75-6600（内104）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c21905@pref.gifu.lg.jp
	事業費　


　要求額：14,400千円（前年度予算額：9,475千円）

	要求内容


	１　要求の内容


授業の一環として、産業・文化・社会に貢献しうるマルチメディア・コンテンツ制作のベースとなる基礎技術の開発やシステムへの応用研究を行い、大学院大学における研究基盤の確立を目指す。
	２　所要経費


　研究テーマ数　 １１件
  総事業費　14,400千円　　　　　　　  

報償費      　1,470千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　費用弁償旅費  　870千円

　　　　　　　　　　　　　　　　業務旅費      1,870千円

　　　　　　　　　　　　　　　　消耗品費  　  3,675千円

　　　　　　　　　　　　　　　　会議費　　　　　100千円

印刷製本費  　　760千円
　　　　　　　　　　　　　　　　通信運搬費　  　745千円

　　　　　　　　　　　　　　　　委託料　　　　　120千円　

使用料　    　2,090千円

　　　　    　　　　　　　　　　　　　備品購入費　　2,310千円
                                      負担金　　　　　390千円

　
	決定額の考え方


　要求内容を精査し、所要額を計上します。
	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	9,475
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	9,475

	要求額
	14,400
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	14,400

	決定額
	12,633
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	12,633


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）
	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
授業の一環として、産業・文化・社会に貢献しうるマルチメディア・コンテンツ制作のベースとなる基礎技術の開発やシステムへの応用研究を行い、大学院大学における研究基盤の確立を目指す。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	共同研究契約件数
（年度）
	1
（H20）
	1
（H21）
	3
（H22 ）
	1
（H23）
	2
（H25 ）
	　％

	共同研究契約金額
（年度）単位：千円
	1,000
（H20）
	1,195
（H21）
	2,495
（H22）
	1,000
（H23）
	2,000
（H25）
	　％


（平成24年度の取組）
	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
· アドバンストデザインプロジェクト

· 体験拡張インターフェイスプロジェクト

· サーフェイスインターフェイスデザインプロジェクト

· f.Laboプロジェクト
· a.Laboプロジェクト
· 新しい時空間における表現研究プロジェクト

· アートを／で考えるプロジェクト

· i.Laboプロジェクト
· オープンメソッドプロジェクト
共同活動によって複数の領域のノウハウ、経験を効果的に統合し、より高度な研究成果、技術開発を目指している。広い視野と企画力、組織力、加えてアイデアを実現にまで導くマネージメント能力などを身につけることを目指す。


（平成24年度の成果）
	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
表現活動の場において、個別分野の基礎研究に留まらず、領域横断的な視点から提案できる体系研究、表現研究、調査研究、応用研究の場を提供し、実践経験を通じて知識を昇華させる機会を提供することができた。

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）
	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○

	研究内容は地域貢献、地場産業支援、知恵を社会へ貢献するための基礎からインターフェイスまでを網羅するものであり、事業の必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○

	　共同研究・受託研究の契約件数につながっており、事業効果が現れている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○

	　各プロジェクトの経費を定期的にチェックし機動的に経費を活用できるように確認・点検している。


（今後の課題）
	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　平成26年度の移転及び30人入学定員増を踏まえ、新生IAMASの知名度の向上と優秀な学生の確保を図るため、新規性の高いプロジェクトを立ち上げて国内外に向け本学をアピールする必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　公的な教育機関として、マルチメディア時代における産業・社会・文化の向上に寄与するシステムの開発とその一般化の一翼を担う。（併せて、本県の情報化政策の一翼を担う。）



